
2024 年度（2025 年 3 月 31日現在）貸借対照表 

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

5,314 25,060

預 貯 金 5,314 支 払 備 金 5,883

18,900 責 任 準 備 金 19,176

30,743 14,775

国 債 23,386 共 同 保 険 借 109

株 式 2 再 保 険 借 6

そ の 他 の 証 券 7,355 外 国 再 保 険 借 171

3,855 債券貸借取引受入担保金 12,480

土 地 2,593 未 払 法 人 税 等 263

建 物 1,216 預 り 金 114

その他の有形固定資産 45 前 受 収 益 9

1,581 未 払 金 805

ソ フ ト ウ ェ ア 1,235 仮 受 金 814

その他の無形固定資産 345 222

2,170 815

未 収 保 険 料 0 価 格 変 動 準 備 金 815

代 理 店 貸 1,396

共 同 保 険 貸 63 負 債 の 部 合 計 40,873

再 保 険 貸 103

外 国 再 保 険 貸 65

未 収 金 136

未 収 収 益 43 10,000

預 託 金 7 8,455

地 震 保 険 預 託 金 22 資 本 準 備 金 6,967

仮 払 金 330 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,487

203 1,843

△0 利 益 準 備 金 992

そ の 他 利 益 剰 余 金 851

繰 越 利 益 剰 余 金 851

20,298

1,596

1,596

純 資 産 の 部 合 計 21,895

62,769 62,769

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

無 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 貯 金

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 資 産

保 険 契 約 準 備 金

賞 与 引 当 金

負債及び純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

特 別 法 上 の 準 備 金

金 銭 の 信 託

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産



 

（注）１． 会計方針に関する事項は以下のとおりであります。 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

①  満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行なっております。 

②  その他有価証券の評価は原則、期末日の市場価格等に基づく時価法により行なっておりま

す。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に

基づいております。 

③  その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法により

行なっております。 

（２） 金銭の信託の評価基準及び評価方法は、時価法によっております。 

（３） 有形固定資産の減価償却は定率法により行なっております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に

取得した建物（建物付属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備につ

いては、定額法により行なっております。 

（４） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく

定額法によっております。 

（５） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行なっ

ております。 

（６） 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当

基準に基づき、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生

している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権について

は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、

その残額を引き当てております。 

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を

債権額に乗じた額を引き当てております。 

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、勘定科目主管部が資産査定を実施し、当該

部から独立した内部監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を

行なっております。 

（７） 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の

法令等の定めによっております。 

（８） 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

（９） 価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基

づき計上しております。 

（１０） 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般

管理費等の費用は税込方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5 年間で均等償却を行なっておりま

す。 

 



 

２．重要な会計上の見積り 

会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第 31 号）に基づいて識別した重要な会計上の

見積りは以下のとおりです。 

 

支払備金 

（１）当年度の計算書類に計上した金額 

      当年度の貸借対照表の「支払備金」に 5,883 百万円計上しております。 

 

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

保険業法第 117 条、同施行規則第 72 条及び第 73 条の規定に基づき、保険契約に基づいて支払義務

が発生した又は発生したと認められる保険金等のうち、まだ支払っていない金額を見積り、支払備

金として積み立てております。 

① 算出方法 

支払事由の発生の報告があった保険契約については、支払事由の報告内容及び保険契約の

内容に基づき個別に支払見込額を見積もっております。 

保険契約に規定する支払事由が既に発生しているものの、まだ支払事由の発生の報告を受

けていないものについては、過去の支払実績等を勘案して算出した最終損害額の見積りに基

づき計上しております。 

② 翌年度の計算書類に与える影響 

事案の進捗などにより、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動す

る可能性があります。また、最終損害額の見積りについては、見積手法の選択等に起因する

不確実性を有しております。 

 

３．（１） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

   当社は、資産の運用にあたり、安全性・健全性・流動性に留意し、中長期的に安定収益を

確保することを基本方針としております。運用資産は主に有価証券であり、国内の公社債に

よる運用を基本としつつ、運用収益向上を企図して投資信託による運用も行なっております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

    当社が保有する主な金融資産は、国内の公社債を中心とする有価証券であり、満期保有目

的の債券及びその他有価証券として保有しております。これらは、金利リスクを中心とした

市場関連リスク等に晒されております。投資信託は金利、株価、為替などの市場関連リスク

及び発行体の信用リスクに晒されております。また、未払金その他の金融負債の支払など資

金管理に関して流動性リスクに晒されております。なお、当社はデリバティブ取引を行なっ

ておりません。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 （ⅰ） 市場関連リスクの管理 

当社は、市場関連リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め市場関

連リスク管理を行なうとともに、リスク管理にかかわる審議等を行なうリスク管理・コン

プライアンス委員会に取組状況を報告しております。 



 

市場関連リスクの管理にあたっては、リスク管理上必要と判断される限度枠等を設定

し、定期的に見直しを行なっております。さらに、当社ではＶaＲ手法によるリスク量の

計測に加えて、通常の予測を超えた急激な市場変動が発生する事態も想定して、ストレス

テストを定期的に行なっております。 

 （ⅱ） 信用リスクの管理 

     当社は、信用リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め信用リスク

管理を行なうとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告しており

ます。信用リスクの管理にあたっては、保有資産全体の安全性・健全性に鑑み、リスクが

特定企業・グループ等に集中することのないよう運用先の分散を図るとともに、特に一定

額以上の投融資や重要度の高い案件については、経営会議等で検討のうえ、決裁する体制

となっております。 

 （ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理 

    当社は、流動性リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め流動性 

リスク管理を行なうとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告 

しております。流動性リスクの管理にあたっては、低流動性資産の運用制限、大口資金  

移動の事前把握等により、手元流動性水準を的確にコントロールしております。 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

     2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお 

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（注２）。また、現

金は注記を省略しており、預貯金、合同運用の指定金銭信託のうち預貯金と同様の性格を有す

る金銭の信託、代理店貸及び債券貸借取引受入担保金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

有価証券    

満期保有目的の債券 17,819 17,320 △499 

その他有価証券 12,922 12,922 -  

資産計 30,741 30,242 △499 

 

(注１)   有価証券取引に関する事項 

有価証券 

保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

（ⅰ） 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、当事業年度中に売却した満期保有目的

の債券はありません。 

 

 

 

 

 



 

（単位：百万円） 

 
種類 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
公社債 7,229 7,295 66 

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 
公社債 10,589 10,024 △565 

合計 17,819 17,320 △499 

 

（ⅱ） その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、当会計期間中に売却したその他有

価証券はありません。 

 

（単位：百万円） 

 
種類 

貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

公社債 98 98 0 

その他 7,355 4,901 2,454 

小計 7,453 4,999 2,454 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

公社債 5,468 5,676 △207 

小計 5,468 5,676 △207 

合計 12,922 10,675 2,247 

    （ⅲ） 上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当事業年度に 

おいて、減損処理を行なった有価証券はありません。 

    （ⅳ） 当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。 

(注２)  市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、次のとおりであり、「その他有価証券」に 

は含めておりません。 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 2 

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
1 年以内 

1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

有価証券 

満期保有目的の債券 

  国債 

 その他有価証券のうち

満期があるもの 

  国債 

 

 

1,805 

 

 

－ 

 

 

7,338 

 

 

1,642 

 

 

3,015 

 

 

3,924 

 

 

5,659 

 

 

－ 

合計 1,805 8,981 6,939 5,659 



 

（３） 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つ

のレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時

価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

(ⅰ) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産 

（単位：百万円） 

区分 時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券         

その他有価証券 

 国債 

  

5,566 

  

－ 

  

－ 

  

5,566 

その他 － 7,355 － 7,355 

資産計 5,566 7,355 － 12,922 

 (ⅱ) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券         

満期保有目的の債券         

国債 17,320 － － 17,320 

資産計 17,320 － － 17,320 

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    有価証券 

国債については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1 の時

価に分類しております。 

投資信託については、相場価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリ

スクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル 2 の

時価に分類しております。 

 

 

 



 

４． 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

当社では、東京都にある本社ビルにおいて一部賃貸をしており、当期末における当該賃貸等不動産

の貸借対照表価額は 1,291 百万円、時価は 1,870 百万円であります。なお、時価の算定にあたって

は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価によっております。 

５． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は 12,523 百万円であります。 

６． 有形固定資産の減価償却累計額は 2,743 百万円であります。 

７． 関係会社に対する金銭債権の総額は 129 百万円、金銭債務の総額は 738 百万円であります。 

８． 繰延税金資産の総額は 5,015 百万円、繰延税金負債の総額は 724 百万円であります。また、繰延税

金資産から評価性引当額として控除した額は 4,087 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金 4,004 百万円、支払備金 443 百万円、価格

変動準備金 235 百万円及びソフトウェア 204 百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券に係る評価差額金 650 百万円、自動車損

害賠償責任保険にかかる責任準備金 74 百万円であります。 

法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正は次のとおりであります。

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）が 2025 年 3 月 31 日に国会で成立し、

2026 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行なわれることとなりま 

した。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 28.00％から、

2026 年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 28.93％となりま

す。 

この税率変更により、その他有価証券に係る評価差額金は 20 百万円、繰延税金資産（繰延税金負債

を控除した金額）は 18 百万円、法人税等調整額は 2 百万円それぞれ減少し、当期純利益は 4 百万円 

増加しております。 

 

９．（１） 支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 6,117 百万円 

同上にかかる出再支払備金 417 百万円 

差引（イ）  5,700 百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 182 百万円 

計（イ＋ロ） 5,883 百万円 

（２） 責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 5,943 百万円 

同上にかかる出再責任準備金 808 百万円 

差引（イ） 5,134 百万円 

その他の責任準備金（ロ） 14,042 百万円 

計（イ＋ロ） 19,176 百万円 

 

 



 

１０．1 株当たりの純資産額は 54,739 円 82 銭であります。 

算定上の基礎である純資産額は 21,895 百万円、普通株式の期末株式数は 400 千株であります。 

１１． 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりませ

ん。 

１２． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

  



 

 

 

 

 

（単位：百万円）

　　　科　　       　目 金    額

経　　常　　収　　益　　 15,956

15,350

15,327

23

592

546

69

△23

12

経　　常　　費　　用 14,739

10,063

5,098

778

3,336

194

653

1

4,648

27

26

0

経    常    利    益 1,216

特    別    利    益 26

26

26

特    別    損    失 0

0

1,242

516

△51

465

777

損 害 調 査 費

利 息 及 び 配 当 金 収 入

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

正 味 支 払 保 険 金

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

正 味 収 入 保 険 料

積 立 保 険 料 等 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

支 払 備 金 繰 入 額

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

責 任 準 備 金 繰 入 額

為 替 差 損

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 の 経 常 費 用

支 払 利 息

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

特 別 法 上 の 準 備 金 戻 入 額

価 格 変 動 準 備 金

法 人 税 及 び 住 民 税

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 損

  

2024 年度  
2024 年 4 月 1 日から 

2025 年 3 月 31 日まで 
損益計算書 



 

（注） １. 関係会社との取引による収益総額は 114 百万円、費用総額は 975 百万円であります。 

２．（１） 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 16,774 百万円 

支払再保険料 1,447 百万円 

差引 15,327 百万円 

（２） 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 5,381 百万円 

回収再保険金 282 百万円 

差引 5,098 百万円 

（３） 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

支払諸手数料及び集金費 3,580 百万円 

出再保険手数料 244 百万円 

差引 3,336 百万円 

（４） 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 240 百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 41 百万円 

差引（イ） 198 百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） △4 百万円 

計（イ＋ロ） 194 百万円 

（５） 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △162 百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 △312 百万円 

差引（イ） 149 百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ） 503 百万円 

計（イ＋ロ） 653 百万円 

（６） 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 0 百万円 

有価証券利息・配当金 434 百万円 

不動産賃貸料 112 百万円 

その他利息・配当金 0 百万円 

計 546 百万円 

３． 損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は確定拠出年金の拠出額 42 百万

円及び前払退職金 62 百万円であります。 

４． 1 株当たりの当期純利益金額は 1,942 円 51 銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益金額及び普通株式に係る当期純利益金額は 777 百万円、普通株式

の期中平均株式数は 400 千株であります。 

潜在株式調整後 1 株当たりの当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

５． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。                            

 


